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マ ク ロ 消 費 関 数 の 計 測 =

養 ，各 千 凰 彦

序

ケインズ型の絶対所得仮説によるマクロの消費関数は，消費の短期的変動を十説明しえない。

，このこと力、ら，習慣形成，恒常所得仮説などによって説明変数として1期前の消費を含める方程武.
' • . ■ » -

力’S マクロモデルによく使われてきたが, 最近の傾向はディスアグリゲーシ3 ンすることによって 

形態別消費の各々の# 散をつかみ，説明力を増大させる努力がな、されている。

経済企画庁の短期経済チ測マスターモデル〔11〕（以下マスターモデルと略す）においても，日本銀 

行の日本銀行計量経済モデル〔15〕（以下日銀モデルと略す）においても，消費ほ食料品，耐久財,そ 

め他の3 つに分割されている。マスターモデルにおける3 つの消費関数,日銀モテ、ルにおける食料 

;品には，B ro w n型め習償形成仮説がとり入れられ，マスターモデルの耐久財には，それ以外に貿 

い替え需要，ストック調整原理が説明要因とされ, 日銀モデルの耐久財はストック調盤，その他消' 
費は，恒常所得彼説によって説明されている。

0 本経済研究センター新マクロモデルめ消費関数も，上記 3 つの分割と同じである。が,説明原 

理は単純であり，可勉分所得，相対価格, 資座の3 つである。資産については，いわゆる"新消費 

理論，，（life cycle仮説,‘ 常所傳仮説）の立場をとっていない。 新消費理論を支持する人々は,消費 

を何らかめ life time p la n に関遮づけて， その枠組みめ中で資産保有の動機を述べるけれども, 
ことや仮定したのは, 広い意味の予備的動機にもとづいて，現在の所得と価f e , 期首資産所与のも 

とで現在の望ましい消費と資産を選択すると仮定している。 ノ ’
I において消費3^出に関する経麟的事実を述べ， n で消費関数が存在することを確か^ ,̂ mで消 

費支出の短期的不安定さについて確認し, I V,  V,  VIにおいて，ラグ,："新消費理論"，接近方法につ

この論文は，日本経済研究センタ" 新マ'クぶキデ/レ（仮称）において消費関数を担当した® 者の中間報告ガ'ある。データ 

加工, グラツ, 推定にあた•：j て，日本経あめfあセ’ジタ一計量研究部々ク班の木口信子さん，四川雅代さんには特にもま話 

にな▲ 感謝したぃ。 ; - ， , '
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■ rさ田学会雑誌 j 68巻 4 号 （1975ザ 4 月） '
い て 簡 単 に 触 れ ， vnで 資 産 r つ い て 述 べ ， VII!に お い て 使 用 デ " タ を 説 明 す る 。 最 後 の K で 計 測 結 果  

と そ の 分 析 結 果 を 述 べ る 。 '

経驗的事実

り） 4?,年度まで'の消費支出の著しい伸びと4 S年度以降の停滞 ■

個人消費支出は昭和3 1年度に8776 (昭和40暦年価格， 単位1り德円。 以T 同じ）であったが， 35. 
年度にはI I 952, 40 年度には：L8385と 10年間で、2 倍以上に達し, 4 6年度には’3048 3に# Lている。 

この間, 年乎均約9 % という高、、上昇率を示してき た し 不 況 時 も 4 0年度は5. 5% と伸び率が 

やや纯化したけれども，それ以外の年にはいずれも高い伸びセあった（ま 1*1)。’
しかし4 7年度までのこのような高い個人消費ま出も，48年度以降の異常なイ ン フ レ 一 シ ョ ツ の ' 

中で: しい停滞を示し，高度成長め終息を告げている。

全ra勁労者世带でみると， 48年度の実質消費ま出は1世帯おたり狗111方円であり，' 47年度に 

くらべて2 .0 % の増加しか示していない。 4 半期別にみると，表 1‘ 2 に示されているように，4 9年 

へ入ゥてからは消費者物伽の20 % をこえ; ^ 上昇によって，对前年同期増加率はマイナスになって 

いる。このような実質消費ま出の刘•前年向期増加率マイナスという事態は, 終戦直後の混乱期を除:
園表 1 . 1 , ' . , 園:-，！，、

ィfり变 個 人 消 費 支 出 増加準
30 8227 9.0
31. 8776 6.7
32 9367 6.7
33 10051. 7,3
34 10951 9.0
35 11952 9.1
36 13027 9.0
37 14265 9.5
38 15766 10.5
39 17432 10.6
40 18385 5.5
41 20037 9.0

•4 2 22117 10.4
43 24236 9.6
44 26498 9.3
45 28497 7.5
46 30483 7.0
47 33403 9.6

表 1 . 2 全国勤労者世帯の消費者支出

消費支出 CPI 実質消費支出
4 8 /  4 〜 6 327718 122,2 268182

(15.6) (10.5) (4.6)
7 〜 9 345155 125.8 274368

(16.9) (12.8) (3.6)
10〜 1^ 429532 131.5 ;326640

(22.9) (16.4) (5.6)
4 9 /  1 〜 3 354610 144.5 244559

(17.6) , (24.5) (A 5 .8 )
48年度 1457015 131.0 1112225

(18.5) (16.2) (2.0)
4 9 / 4  〜 6 402194 ,151.3 265826

(22.7) ' { 2 3 . 8 ) (A 0 .9 )
昭か40® 制面格 

anjAi所得統計ギ報 J

単 位 ：円
CPI ニ消費 :#物 価 指 数 （昭和45年 = 100) 
r 日本経済指標J より作成。 .
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マクロ消費関数の計測

0.9

0 .8

けぱ,かつて経験したことのない落ちこ 

みでもる。

,4 9年へ入ってからの消費支出の落ちこ 

みの激しさは, 季節調整済み（年率）の 

対前期減少額が49/1- " 3 において 1932 
(10慮円，45年= 1 0 0 )にも逢してい;?こ 

の期は同時に実質可処分所得の3526 (10 
億円）の落ちこみを記録しており,実質 

の可処分所得と消費支出がともにれ前期 

増加額がマイナ;^であったという経験は， 

はじめてのものである（表3 .1 # 照)。

これらを5 大費目別にみると，•ま丄 3 
のようになり，49年へ入ってからの対前0,6 
年同期増加率のマイナスは, 食料費，被 

服費の落ちこみによらてもナこらされてい

図 1.1

ることがわかる。

— • 限界消'I•{ゼl:ffq- 
.-一-平均消ゆ独向

30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47
—— -

( 2 ) 実質 G N E に占める構成比の低下

ところで，47年度まで0 このような消費支出9 著しい伸びも，実質G N Eに占ある個人消費支出 

の割合をみると，表 1 .4 に見られるように, 30年の62. 5 % から， 46 年には50% にまで減少して 

いる。ウrcイトがこのように12% 近くも落ちこん'"X?いる.こ-とは, - この期間約5% ウェイトが減少 

したプランスを除いて他の先進国にはみられない顕著な特色である。ウェイトが減少していると 

同時に, 々エイトそのものがきわめて飯いことにも注目すべきでちる。 G N E に占めるウェイトの 

低下爐向は，次の平均消費性向の倾向的低落によっても知ることができる。

(3〉 平均消費性向の傾向的低落

G N E に占める個人消費支出のウェイ. トそのものが低いこと，ウェイトが減少' してきたと同様に,
' ■ '' .

可処分所得に占める割合（平均消費性向）でみても， 31年度の0. 8 6から4 6年度には0. 80 にまで減 

少しており，さらにとの値自体，たとえぱアメリ力の約0.90 (この値でほぽ安定している)’と比較す 

る;d：らぱ，箸し<：低いことがわかる。 .
もう少し詳細r 檢討すれぱ，単調な！咸少傾向を杀L ているわげではない (図 1*1)。36年度までは

減少I I向であるが, 3 6 年度を底として3 9年度へ :̂ 、けて上ギし, 3 9年度から再び減少傾向を迎って
. .， . . . '， - - ： - ' . . .„ ~  55 (jo/ ) ----- -
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さて，とのような低い車均消費性向は,言いかえればわが国の离常な高蓄率をまわb セいるシ

なぜわが齒こおいてぱこめように]^蓄率が高いか。，これ}こ对•して論争すネどとがここでの目的でほ

ない。溝わ氏は，高ぃ所得成長率, 消齋者信用制度め不l i ; 嵩年齢層世帯め有業率が赤#と高ぃこ

とという3 つの要因をあげすおられる（CU〕p:l46)。 ここ-dは, 『tt'fe生活白A i に速づられてい

る次0 2 点を指適てお C1チ。 
( 1 ) f■日本では家計の租: 負桓と社会保障拠出額が少なく, そ0 代りに蒙fi* 善率が高ぃ_1(表1‘ 5

参 M)。- . . . . . ：. . " .ンし、：，’’：\  :....， .
( i i ) 貯蓄動機の大^ 分が防衛的なもの¥ おる。すなわち，貯蓄目的のトップは, r病気や不時の 

災害の備えとして」やあり，次 が 「ず供の教育費や結婚資金1こあてるためJ であり，以 下 「老後の 

生活のためJ , 「土地家屋の買入れや家屋の新増築修理のため」と続く。

このキうな貯鶴機は , 麟 » にも表われており，白書は次のように，指摘V C いる。 ％ 金 性 . 

が高く額面が保評される預貯金と不時の災難に対抗するための生命（傷省）保險のウ：nイ.トが高く , 
を社債, 株式，不動産, 国債地方偉のウ: イトが低い。 とめ傾向は，低所得者層はど厳い。以上は 

すべて，現在の高貯蓄率に■は防衛的貯蓄の色梦が濃いことを示唆するもので、ある」 （前德白書m 頁>。

' したがって，こめことは, 預金金利を:上回る物fnii上昇によづて‘預金が減価するとしても，消費の 

life-time p la n にもとづいて, 生を通じて望ましい消費パタノを得るたあに!!?蓄をしているわ 

けではないから，物価上昇が貯蓄を抑制して瑰在消費へ向かわせるという方向へは働かず，むしろ， 

ますます目標貯蓄翻を引き上げていく方向へと作用するということを意味するレ
: :.A. ' ■ . ニ. ' . … … . . . . '  . ■'  ハ：' . . - . , . . - ， ，..

. ' . : ノ . . .  .-... ，' ' : . . . . . . パ’' . . -， . . .

I E 消 費 関 数 の 存 在 .
■ . . .  ' ' ■ . ! -•

時系列資料において，我々は, 集計消費と集計所傳との間に高い相関がある.ことを容易に出す 

ことができる。 しかし, : Suits . a 8〕，A c k le y〔1 〕が述べているように,消費と所得との間の高い 

相関は, 消費関数の春在を証明するととにはならない。高い相関の背後には2 つの関係が含まれて 

いる。 1 つは，淋，関数—一所得増 (減）は消費および貯蓄増(減）を同時にもたらすであり， 

他の1 つは, 消費は主要な所傳決定因であるといラととでる。. それゆえ, 消ぎ関数の存在—— .所 

得が》 に依存する以上費が所得に依存する一を証明する^ ^  ，費と貯蓄は無相関で‘
はなく，高い正の相^ をおしているかどうかをみればよい。 ,

図 2, 1 は，昭和 30 年度から4マ年度までめ消費と貯蓄をm 示したものである。との図より,消費 

と貯# との間にr f v 、オ1個力， 在するぶとは明らかである。ずなわち,?肖費が所得の主決定因である 

という'こととは独立に, 消S 力;所得に密接に開逆U ていることがわかる。 ' / / レ''.，:'，..' . . .  i ■ ... - ■ •.
' ' —— 57(359)
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表交 .

， r主田学会雑誌J メ8卷4号 （1975年4月)
30〜4ア年度めI8 年間において， 消費の増加と‘

貯科の増加が同じ割合であをな'らば，0 において 

点 （S/, C / )は，すべて同-^直線上に位置するこ 

とになる。しかし明らかにこのような開係には 

ない。 図から；IS年間を,、30〜36, 37〜39, 4 0 - .
43, 44〜4マの4 の期に区分するととができよう：

この4 つの期における貯蓄（S / ) および消費(G/0
の年平均増加額は表2‘ 1 のようになる。貯害の増如にくらぺて消費の増加が著しく高かっためは,

• ‘.， • , . . .  . . .

図ぇ1 消費と貯蓄

C/ (10道旧）' ( 昭和40歴:fド価格） • ベ

期\ A S / A C / ムCグA S / / k w
3 0 -3 6 234 686 2.93 ' 0.66
37 〜 39 147 .1 4 6 8 10.00 0.90
4 0 -4 3 618 4201 6.81 0,85
44 〜 47 694 2292 3.30 0.62
数字は10億 円 単 位 （昭和40歴年価格)。 

いずれも各期の年平均でもる。

S /  
( l e w  り
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、ド';'̂ こ; s a&■V.

マクロ消費関数の計測’
.、',.- \ .....

37〜3 9年度の3 年間であり, 消費増加は貯蓄増加の10信に連しており, 平均消費性向も図1‘*1 ^
，’ . . . . . . . .  ■• .

みた® .り，この期は上昇傾向にあり, 限界消費性向も0. 9 0 と高い- とれに对じて, 30ん36年度め 

マ年間においては,消費増加は貯蓄増加めf e  3 倍, ：乎均消費性向はこの期間は辨少倾向（図、1‘1),

限界消費性向も0*66と低い。以 b のことがらおかるように,消費関を所得の線形関数として
. . . . .  ..'

: ■ . C = a  + /3Y : -  ：： > ....-' ,,,
j  ' . . 、 ’ ，

と定式化することによらでは, 消費のま動を追跡することはで、きな、。このととは,我々のモデル 

の時間単位が4 半期で、あることを考;t るならば/次に見るようf c , 短期的にはさらに一層不安矩な
.-.' . . ぃ . - . .  ..

変動をするため，上式でゆ消費め変動を+ 分説明できない。 . .

， - - . . -，. ' .  ' ,;....，..， . . . . . ' . . -

I H 消費3̂ 出の短期的不安定 \
■ -. . ’ ‘ . ，. ...

ヶィ ンズは，消費性向は短期的には安定的で、あると述べた。消費性向に影響を与える主観的要因 

および社会的勘後は, 短期的には変化の程度は小さく，徐々に変化ずるもり,でもるトすなわち，主

表 3 . 1 可^分所得と消費支出の増減  V
: (季 調 済 み 年 本 単 位 lo jiR )

期 A( Yd/PC) A(C/ 》 期 A( Yd/PC) A{C/ ) 期 A{Yd/PC) A(C/ ) 期 - A( Yd/PC) A(C/ )
30/ I 908 121 35 /1 672 - 1 8 40/ I 80 123 45 /1 505 724

II 540 457 ii 288 396 II 699 649 II 1626 1146
III 234 270 III 750 615 III -1 9 7 175 III 1415 300
IV 74 163 IV 414 112 IV 720 641 W 1380 704

31/1 381 126 36 /1 1090 380 . 41 /1 958 413 46/ I -3 ^ 0 783
II 67 127 II —40 249 II 417 512 II 749 465
III 252 172 III 305 431 III 988 950 III ,1004 549
IV 724 '1 5 9 IV 422 424 W 951. 471 IV 1496 1314

32/ I -514 224 37/ I 220 514 A l t  I 1453 826 47/ I :2291 1012
II 561 91 II 1115 209 II 909 579 II 560 、905
III 358 .4 37  . HI 81 484 III 460： 595 III 1313 772
IV 74 53 N 519 ■382 IV 986 692 W 3219 1479

33/1 93 369 . 38/ I ； 788 436 4 3 / r 839 830 48/ I 944 一 153
II 373 141 II 45 651 II 1294 609 II 1957 ,951
III 338 154 III 1128 441 III 731 515 III 318 1293
IV 462 225 IV 171 762 IV 137 815 IV -3526 -193 2  ,

34/1 4 4 1 , 352 39/ I 322 713 44 /1 1791 1048
II 431 553 II 1177 288 II 569 503
in 331 一 123 III 336 434 III 1357, 849
IV . 3 5 7 . 7 5 7  ■ IV 844 .137 IV 427 296
注 . A {Yd /PC).  =  Yd /  PC -  (Y<1/PC) - 1 , AC/ニ C/  — C/  

(2》 Yd 個人可処分所得

G / s 個人消費ま111, 45まぶ100
P C 人消費支出りデフレー夕（45ギニ100) ■

— ■ S9(.361) —
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観的要因は r異律ゾぶまた:は草命的な事態のもとにおける以外, 想い期間内には実質的な★イ匕をこう
，？， . . . .  ‘ ， . ’， . .

むる可能性の少ない人間の本性の心理的特賞と社会り慣行おょぴ制度を含んでいる_j <〔12〕れ91)0 
さらに，資本f t i め意外の変化, 利子率のま化, . 財政政策め変rt：といった客観i的要因は》 消費性 

向を変動ざせさ待能性をもろているが，短期的には: ! 次敢な重要挫しかもって\；、なV、レそれi§>え， 

消数性ド1_1は短期的に1：̂安定であると考; ^ られるからに総消費ま出め短期変動は，はとんど総所得額 

のま!fjijにもとづくンしかし, 長期的にみれば消级挫fおをボあi：仮定するととはできない。 「寒質所 

得がiti加するにつれ;で, 所得めょり':おなる害Ij合が貯書される」,であるう。 •
このょうなヶイシズの指摘に対して，，勢ょそれを裏付けるど£ ；Sか,短期的にゆ告わて不安

,  '  . ‘：

‘走でることを示しでいる。季節調整済み（年率V 4 半期デ" タにょって, 可勉分所得<Yd/Pc) , 個 

人消費支出（C /r< p对前期増加f eを示u ためが表3 .1 である。 表 3 . 1 は 3 0年度第 I ♦ 4 半期がら 

4 8年度第IV • 4 半期までの7 6期 の び d/も0 と Z/C/を示しているが, 7 6期のうち，消費と所i f の 

则匕の方向が薄なる期がマ期，*方向は同じであるが1 をこえる期（め/ / zK Y d /P c)> l)が 2を期あり, 
その他の期においてもP良界消錢性は，0 . 1 6 から 0. 9 9 まで非常に大きいバラ'0 きを示しそいる。

このまは, 消費の短期的変動が所得の変化にょって説明やきず,消費は所得とは別にもっとま律 

. 性をセしているととを如実に物語っ ている。このように,現在所得の変化によって消費の期的変 

動を説明できないとレ、う困難に对b；C , 次のょう:な接近ポ法力、;考えられょう

1 . が者の短期的行動ホ所得变化.に対する皮応の遲れ—— 大部分習慣形成的なもめ一にょっ  

て説明する。 - ン

2 - ボ丄なる反ホの遅れではなく，もりと長期の所得(過去めJjf得のまJき, 現在の所得水準，将来所得 

‘に対する期待）が現在消費を説明する爽因として意味をもっている（毎常所得仮説, Me pycle仮i i )。
3. 消費支出の赛期的変動は,所得以外の要因にょって説明可能となろ（資摩ストッダ, 所得分配, 

招対価格等々）。 ： V  ， / "
4 . ディ，スアグ i ) ゲしシ 3 ンして消費の变勒を適?i につかむ。 -  '. .

: - . ' , . . , . ： • . . . ' ' ， ■. . . . . . . ' '  ：

F 消費5^出におけるラグの存在 ，

， .， ，、， ， . . .  . ，. ： ' ■• . . .  •■ '

現在消费が現在所得とは独立に自律的な動きを示,すのは，所傳は消費に影響を与えないといぅこ 

とではなくて，所得変化に対する反ガビ力’;遅れるということによって消費支出を説明しょうとする立 

場がる。Brown〔4 〕は，ラグ意味について次のょ‘うに述ぺている。r過去に享受されたま職の 

消数は人fOjの生理学的. 心Si学的組織に印金らられて , 習慣, 風暂, 標準'おょび:?K準を形成し, 
これは' ? 行勘における，性あるいは履:歷効虫をもたらすJ 。 そしてこの、過去ら消費が現在の消 

ダ!̂ お行動に及ぱすhabit persistence効果は：時間堪位け’、小さいとき}̂ 1は大きく， i が夫となるに

—  60(562) >— -
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厂 '一..‘プ""ププ

：. マ ク ロ 消 費 関 数 の 許 測 ,
； . . •

つれて次第に減少する。換言•すれぱ，habit, persistence効東は連続的であり, 時間の逆関数やある。

かくしてB row n型の消費関数は
' ■- * . ■ ■ '  ̂ - ,. ，

(1) C — « -I- /3 Y  -1-y C - 1 +  ：

と表わされる。 . ■■■,.:.；

ところで, 上記のようにラグの存在を消費者行動において想おすることは容易であり，妥当でも 

あるが, ラ.ダの存在を検誕することは決して察身れとではない。雜め所得ま化対する反応に 

ラグが存在するならば，Y が増加しているときC n tY ほど増加せず，Y が減少しているときにはC 
はY ほど減少しない。それゆえ，C二び+ /3 Y を推定したとき, との推定式から得られるG.の推定値 

はY}6';Jr:昇局商にあるどき過大 |̂1究となりめ>C), Y が減少局® にあるときには過小推定(6 < 0  
となるであろう(Brown)。

しかし，このような方法でラグの存在を証明することは困難であるぃ第1 こ々, わが■においては 

所得の減少は年単位でみて生じたC1とがなく， 4 半 期 （季調済チ) の对前期変化でみて, 30年度以 

降に2 回 （32年度第I ♦ 4半期, 40年度第I . 4半期) 生じたことがあるに過ぎない。 したがっ，て，こ 

のような趨勢的な所得上昇の時期に， 4 半期で、1 回ぐ,らいの所得の減少が生じても. , 直ちに^回復す

るであろうという確信が，.消費支出を所得に4 せて落さないという行動結果をもたちすで左J ろう。
• ■ '  ■；'； ,

それゆえ，習償形成を仮定しなくても，人々の染鶴的チ想が支配的になるど仮定するととr よって*
所得減少にもかかわらず消費支出が減少しないとV、う享寒を説明できる.

* > ■

第 2 に，同じ結論を恒常所得仮説によっても導くことが可能である6 それゆえ,事実において上 

記の関係を見出すことができたとしても，それめ直ち}̂2；ラダの存在を!E明するととにはならない。

第 3 消費変化が所得変化はどにはならない理由として政策（たとえぱ失業保m の効果を考慮 

する必要があろう。 . . , V . ；. ：. '

しかしいすれにせよ好況時に.消費单C / Y が減少し不況時には0 / Y が上昇するというよう 

な関係を薛験的事実とし，て認めることはできず, む ろ to述したように• Q / Y の傾向的低落にこそ, 
消費と所得の間の.特徴を見出すととがガきる。 ， ， .: ：

以上述ぺてきたことはいうまでもなく，消費者行# における習慣?^成効果を否定するためではな

く，そり効果を仮定することはきわめて正当と思われるけれども, 6row nが指摘じた方法では実証, ' ' ，，，，. - . . ， ■ '
，が困難であると述ぺたにすぎないことを断っておこう。 ，

■ ,

，. . . ：-，. . ' . , : . . . . ‘ ， ' . . . . ，.，:，： ，，. : ‘

V いわゆる "N ew  Consumptidn T h e o r y "に'0 いて

■ .... ■ ■. , .

ディスアグ})ゲージg ンによって消費支出の短期的変動を，より適確につかもうという筋.4 の方

向へ進む前に, ねfe-eyclc仮説あるいは恒常所得仮説に対する立場を述べておくべきであろう。擎

— 61(363)——
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者 の と っ た 立 場 は , 本 質 的 に Ball and D r a k e 〔3 〕 の立場で •あ り ， そ め 理 li:[は I において述べナこ 

貯 落 励 機 と 密 接 に 関 連 し て ぃ る 。

13all and D ra k e .は , 前 掲 諭 文 で 次 め よ う fc述 べ て ぃ る 貯 善 率 を 説 明 す る デ こ め に new conSmtt- 
ption theorists (life cyc le仮説 , 恒常所得仮謝の支持者 ) が 用 い :^主 襄 な 動 機 は , 生 ® を 通 じ て 望 し  

ぃ 消 費 パ タ 一 ン が え や れ る よ う に ， 実 際 に 受 け 収 る 所 得 を life t i m e を 通 じ て め ’所傳に *蒋分配する  

こ と で も る 。 そ こ セ の 仮 定 は life tim e’ p la n に 関 係 'づ け ら れ た 資 座 保 有 で あ り , 貯善動ネ幾は inび)me 
y i e ld で あ る 。 しかし , 個 人 は 乎 均 的 に ,将 来 に (̂ 4す る 箸 し い 不 確 ま 性 /彼 ぶ め j坊 待 形 成 に 伴 う ェ  

ラ ー の 余 地 が 大 き い た め に ， life c y c l 6 仮 説 が 仮 定 ‘す る よ う に ,長 い 先 見 斯 間 を も ろ と >  は で き ず , 
sh o rt-s ig h tedで あ る 。 そ れ ゆ え , 資 産 蓄 積 の 主 要 な 勘 機 は ， 消 費 何 ら か の life tiriie piれn に 関 迪  

づ け ら れ て い る の で は な く ， 広 い 意 味 で の 予 備 的 動 機 に よ る 。 ，

こ の よ ラ に , life time, p l a n に も と づ ぃ た 将 来 所 得 の 流 れ め ®泉 と し ヤ の 資 産 保 有 と い う よ り ， 

もっとす，傭 的 動 機をらもとづぃた資産の保有ど !/:、う 立 場 は * r で 述 べ た .防 衛 的 色 彩 の 濃 ぃ 貯 蓄 と ぃ う  

.我 か 国 の ま 从 し も 合 致 し て ぃ る と ぃ ；;^よう。, . .そ れ ゆ え ， 下 の 分 析 tま，い わ ゆ る new consumptioh 
th e o r is tsの 3^場 は と っ て い な い 。 ，

，.  ' -

' . ， ， V  ■
V I 接 近 方 拷

-. - .'■ I ■ ■

さて，消費支出の短期的変動を，より適碱に、把握するためにディスプグリゲーションを行なうこ 

とにしよう。この中でも重要な項目は，耐久消費財め動きであろう。A e k le j^ t l〕は, [If久財消費 

支出の小安定性に力いて次のようr 述べてぃる。 f所得との関ぎでの消費支出の短期的不安定性が 

主として耐久消費財の分野に集中され七ぃるとぃう事実は, 重要である。この点は，モうなるのが 

当り前だと言先よう。消費関数の論理から言えぱ，その希望量が経常謝得との関迪できまるとぃう 

の は ， 耐久財が,もたらす経常的な用役である。耐久財の経常的用役にたいする希望水準が，はんの 

わずか変わっただけで耐久財そのものの購入量は非常に大きく変わりうる。そして，そめ年々の購 

人]f<がかなりの不想則性をもつということは，消費者€>手にある耐久財スト、ンクの与える経常的用 

役;S:がきわめて緩慢な変動しか示さなぃということと,すこしも矛盾しなぃ0 それほ, こi i ストッ 

クが何年かにわたる購入の蓄糖であるからだ。そこ.で，耐久財、扁1 ^ 0 経傅'的消費と所得との関係に 

は，これとぃうはどの不规則性があらわれなくても，耐久財購入の命次第では，総需要に目立 

た影を及ぱ 'しうるのである-レ(訳書n ,p .  161)。
こ の よ ラ に , 消 '費 支 出 の 想 期 的 不 安 定 性 は , 主 と 'し て 耐 久 財 支 出 の 不 安 定 性 か ら も た ら さ れ る と  

述 べ ら れ て い る 。 果 し て わ が 国 で も そ う か ？

耐 久 '?r m 財 が 注 ITさ れ る の は ， さ ら kiM-気 循 環 と め 関 迪 に お い て で あ る 。：H a n s e n 〔9 ：) は 19ね
~ —  62 (^364) —■—  ‘
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■霞 仏 え，他yg-.gなほ，

マ ク ロ消 費 関 数 の 計 測 'ロ ，

〜3 8 年のァメリ力の経験にもとづいて次のよぅに播摘している。「景気循辕の本質を最も一‘般力りな 

包括的な形で爱現すれぱ，循環運動は実投資財と耐久消費財との)#買における増減に基づく，とい 

うととができる」（訳書，p.，4)。また, 景気循環の順序に言及した中やH ansenは次のように述べて 

いる。 r消費の構成要素に閑しては,耐久消費財だけが景気循環におV、て能動的役割を果している 

ようだ。在庫品に次いで耐久消費財が, なかなんずく自動車が，'景気復活の先導役として-ま要である。
■ ' V

愈消減価や陳腐イ匕も，たしかに耐久消費財支出の動きにおいて重要な因子である。更に, 消費者の. 
賦赵、負債の回収が進渉するということは, 何がしかの購寫力を解放すえことを意味し, とのような， 

買力が, そこで白動車，ラジオ，電気器具友びそめ他の家財道具の新調，のために役立ぐこととな 

るのである。すなわち, 建築業からの刺激(それはいつもとはいえぬがUぱしぱ重要な先導役を果す）が 

なけれぱ, 景気復活を発足させるのは在品とill久消費財とである」（訳書, P. 53) . 「耐久消費財と

生産設備財の転向点は大体において合政している」（訳寶，M 5)。
： ■ '

さて,このような景気循環の先導役としての性格および生産設備財の動きとの類似がわが国にお 

いてもみられるであろうか？

< 耐久財支出と短期的不安定〉

まず耐久財支出のt e期的不安定性をみるために，食料品C F / ' ,耐久財C D / ,その他消費C 0 /に
- . .  ,  , . . 一 . . ， . - '  - ■ . '

ついて対前年同期増加率を図示したのが図6 . 1 である。図力、ちわかるように，食料品およびそめ他 

消費の短期的変動はそれ程大きくないのに対して，耐久財支出め変動は大きく/きわめて振幅の大 

きい变動を示していることがわかる。37年度第n  • 4 半期という不況期とくらぺと，38年度第!！

♦ 4 半期には対前年同期増加率で約41%に達しており，急激な回復をみせている。:また40年不況の 

年においては, 料 * 4 半ま明に約- 4 % の対前年同期増加， 経験している。i このように, 耐久財. 
の短期的変動は他の消費支出とくらベて著しいけれども，消費支出総額r しちめるウェイトは，最近

表 6 , 1 耐久財の消費支出額に对ナる増加寄与率I

36 37 38 39 '40' 41 42 ] 43 44 45 46 47
I 18.5 t . 3 17.4 14.9 0 .2 10.2 13.0：20.7 19.6 22.6 23.2 15.3
II 13.7 Q.O 20.8 15.7 一 5 .4 14,8 13.8；20.1 24*6 13.0 32.5 5.8
III 13.6 1.1 13.0 16‘4 — 1.3 17,6 14.2；18 ；6 21.8 9.3 19.7 14.3
IV 8 9 7,5 17.9 10.0 - 0 . 6 19.7 14.7; 14‘8 21.9 10.1 13.8 17,0

' 1 ) 増加寄与率は | ( 0 0 / - び )/-4〉/((：/ ー(：/ - 4 ) |乂100によって計算した„ * ;
架で約1 2 % と，まだ小さい:/̂こめ， 耐久財ま出の短期的変全体として 0 個人消費支出の動向を左 

右するには到っ ていだい。個人消費支出の増減の何バセンKを喊久M支出め増減が寄与して'^、る , 

かを示す表6 . 1 をみれば, ネのことがわかるセあろう。 しかし，耐久財支出めウェイトが今後高ま 

ってくるにつれて，その動向は短彻変勒■におい't：重要な要因となってくるであろう；なぜなら，寄

与率は年はよって相違はあるけれども，全体としてウ么イK i り大きな値を示しているからであ!るレ
, ■ ■

'■ •~ ~ 一  63 (5び)
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図 6 . 1 C F/ , C D /, CO/対前年同期伸び年
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< 耐久財と景気循環〉 ■ .  ■

次に，耐久消費財と景気循環との関係についてみてみよう。耐久消会財と民間設備投資の対前年
■ ■ ■ '，. . ， 園園 : . . . ■.

同期增加举を表わb たのが図6. 2 である。対前年同期増加率でみて，與久消費財と民間設倘投資の 

動きは4 5年ま'tH t割合類似しているが, 4 6年には, 特に自立っオこ‘逆の動きをポしている)对前年 

同期増加率が上’向きに転ずる期は37年不況においても，恥年不況においても*耐久消費財の方が 

民間説傭投資よりも1 期早く，45年不況におぃては耐久消費財は景気回復め先導役のひとつであっ 

たと言うことができよう。をして，このような景気循環にお̂いて果す役割は, 先にも指摘した® り， 

耐久消費財のゥイトが高まってくるにつれて，今後ますます重廣なものとなぅてくるであろう。 

わが国においても，耐久消費財と民間殼傭投資の類似した動きが少なくとも45年まではみられたと

結論し,てよいであろう。 ' ; , /
. - . . .

v n 資 産 効 果 . ' ‘ .
 ̂ ，'' . ■'... 1 . ' . . . . / ，. - , - ’ . ，. 、 . . .

. , * .  .  .

資産も一般の財と同様に限界効用適減の法則にしたがうという仮定のも,とや,資産の消費への影 

響が説明される。正の効果を説明するのはピグー効舉である。：貨幣価値不変の資産(要求払ぃ預金,
通貨 . 貯蓄性ま金, 貯蓄債券) は物価下落があったとすれば，その実質的購買力が増大し，実質購買力

- ■  ■ ■

のストックが大きくなったことによって，資産の限界効用は適減し蓄積意欲は弱くなり，，消費を 

刺激するであろうというのである。 このピグー効果を検証しようとすれば , 実質残高-流動資塵サ 

はなく，実質残高ニ貨幣価値一 定̂の純金融資産としなければならない。

しがし,実質資産残高が一休どめ程族の大きさになれば蓄積意欲が減退して消費を刺激すること 

になるのやもろうか。そもそも我が国の家計の何パーセントぐらいが蓄積意欲が減退するはどの実

質 残 高 を 保 有 し た こ と が ち っ た :であろう力、。 流 動 資 鹿 に 对 し て Suitg (C18D P .4 2 )お よ び A6kley
' •  '  •

(Cl> p. 1 5 4 )が述ぺたように,資産の保有高自体が高貯蓄者と低貯蓄者をふりわける証拠で 

あるとすれゆ資産保有高の大きい家t十（富裕な家評）においては，もともと負の貯蓄への誘惑は小 

さく, 資摩は消費と負の相関を有しているかも知れない。このことは嗜好不変の議論を展開するの 

ではなく，個人の資産あるいは広く富におする嗜好自体，資産が増加するにつれてH i 撒くなると 

いうととがもりうるという事実によって一層強化される。このような摩:i f は，マクロにおいて資i t  
効果を評挪するときの困難を示唆するものである。 ’
わがSIにおいては, 大部分め家計が資産の少ない家計であり，資産とくI：こ流i/j資産を保有しよう 

とするのは, 不時の支出に対する備えし次期の耐久消費財の處入fこ充当する,ためであると考えられ 

るから, 期曾の資産と期間中のま出との間には, 若干のラグ‘をもつかも知れないが，正の相関がみ

‘  ’ — m m ) ~  .  .
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られるであろう。実質残高の消費支出への効果を表わすのは，との相開と，前述した限界効用適減 

の関係でホ) ろう。ところが, この限界効用適減の関係がもっているjic策的インプリケーシ3 ンは， 

社会的には不公正なものである。もし有効需要増大を，との資産効果に求めようとすると,資産 

服界効川が適減する程に資産を保右させて消費を刺激させる必要があるが，服界勉用の適減がみら 

れる⑥資産を保有しているのは，すでに富裕な階級である人々であること力t多く , ぎ裕な人んま 

すます資ぼ:を保-ネJ させるような政策を勸告することになる。

計測結果は，資 遊 (代理変数であるが）は有意な結果を示しているが, ，直接的な解釈は困難である。 

この論文で仮定しているのは，次のスルツキー方程式で示しているように，現在の所得の下で広い 

意味での予備的動機にもとづいて, 現在の消費i：資産を選択するということだけでもる。

所誰，資産にKJしては形態別消費からの接近ではなく，所得階層別, 職 業 別 , 世带主年龄別な,ど 

の観,，、*̂：から接近する必要がぁろう。

< 実質残高効渠とスルッキ^^方程式〉 ■
さて，ポ質残高を効用極大化行勤の中へ入れた場合を考えよう。 g を個の財からなる " X I の 

列ベクトルとする。と こ で ニ W /り„ は期末の実質残嵩保有とする。 効用関数，予算制約式をそ 

れぞれ( 1 ) , (2》式としよう。 ’
U) tt(g')
(2) p 'g  ニが+ W  一  1
ここでW - 1 は期首における貨幣践高であり， P は 72X 1の価格のべクトルであさみ資産価格 

■p«は <71，.......» Q n -iの価格？V ，… によっ'"t評価されるものとしよう。

け) ' .Pn— Pniph •••■'•fVn-l')

突際の計測にあたっては， に個人消費ま出のデフレークを用いているが，これは資産1 単位で 

どれだけの消費財を購入できるかとい' う形で資産;^評価することを意味する。' '
....ラグランジュ乘数を'A，と'して，tt(0’)一i^(/>'g—2/.—W -i〉.を̂ に関して極大化すれぱ，限

界効用均等式をる。 . ：

(4) ニ 板 パ  ニ 1,2, , n

極大化の二次の条件から 

け） H ' ^ } もか 1,2,
はゴミ値お符号であるも0 とする。

(2)を y には1して微分して次式を得る。

(6) P ^ q y ^ l

^ —  66(5^5) —•—

… ，せ
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，ここで；gj^=={5な ，メ ..である。

(2》を W -1 tr i関して微分して次式を得る。 ’
(7) P'(M =  1

..ここで ヒ (めv /3 W -i} ,. 乂ニ 1 , ，卞でも る 0.
《2)を ？V に関して微分すれぱ次式を得る。

' ‘ 料" ^ + ‘…‘.+ め* "^ + な* + * ^ な" =0 Aj=a,‘‘‘'，.,11

行列表示をすれぱ次のように書くことできる。'.-. ....:■ .. - . ■■.-. .
(8) P'Qp+«>' +  iV 'g « = 0

，ここで

,:(9》 ， Q H  象 1 i 3  =  h 2 — n

脚 ル か ( ％ …. 象 )
イ4)をがに関して微分して ■- . ‘ .
01) U q , = A , p  .

，ことで' 、ニd X l d yで，ある。 .'

(4)を W -/>こ関して微分して
： ■ ■ . . . . - . , . . ’ . -  . , . . . . -  . . . ' シ , ■:

(12〉
. . . . . . . . , . . - . '

こ こ で で あ る 。 -. ' ■- . '，. ■ •■ ■ . ■ . ，. ，：. - .
(4》を P, で微分すれば次式がえられる

(13) U Q p= p V  +  -?(I +  B )
，ここで1 は単位行列であり， ■ '

(14》 ]ゾニ ( M r . ，: ' M ^' ，.，. ，' * ■ , '
/0  P2 \(15) Bニ（W  0ノ

：̂ \ ~ \ d p ,  dp,けレ リ : ,
タ2’ニ (衆 •……％ M ) '

'以上(6 ) ,ム) , ( 8) , (11),(!2)および(I3成をまとめて書けは’次のようになる。

/U  《-« QA /0  0 ガ 1 + 3 ) 、

、/)/.. ,o A .—ん — A-1 --.X’jJ ' \ 1 1 ，一ゲーjp"p'なJ
iしたがっ‘て. - "；：： .

■ — 6 7 (5 6 9 )—  . ：

mm
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，，リhpl
5 I I  \

1 |!|!

■'： ||Sill •!* 
1 1 1  ( <

u<S

(17) Qy Q- i
.一ん一ク-，

Q p 、 

一んメ

X
0 0

Cp'U-セ) -MLf-1—ir iiK U - ip ) ' U-i/) 

( u - ip y  - 1
k i - h B )

1 ~ Q ' - p „ / q „ .
それゆえそれぞれ次式を得る。

(18)な=  ニ (p セ - ip)-iU- > = ん U -ip
(19) vi厂ク_i=(j» 'iri/))-»

■ * ■ .  . .  ' ，

(20) QpニスU_V- v K /) 'U - i /r iU - i /K U - i /7 ) '" ^ ( p 'U -，p ) .- iU - i卯 '

侧，（19)式を用いて{20)式を書き直せぱ次のようになる。
■ ■ J ' , .

(21). Qp-^^U~'一 ' ^ q y Q y — qyq^ +  一 -^ q y Q y B — q y p J q ^

がプをI J - 1 の {i, 3) # 素とし，Q pの （ん J ) 要 素 " 丰 め を書けぱ次のようになり，これは実貧 

践高効果を効用植大化行動の中へ入れたときのスルツキー方.程式である。 ’
(22) 象

dQi dq„ avn SQi dpn 
' d y  ■ dpiん %  dy dpj

实質残r，̂効果が入らないときのスルツキー方程式は，（22)式右辺の第3 項までであり，所得効果は

一(dQi/dy) q jによって，代替効果はぜ ー ひ/ ん) 0 もA /)  (dgj/di/)によってまわされてぃる。それゆ. .  .'
え, 上式右辺の第4 項.以下tネ導出された実質残高効果を表わしている。これに対して定義された実

質残高効果は，《18)式でまわされるふ1.である。 、• • -

< 効用関数の特定化〉 ’ ；；

消費関数の計測にあたって仮定した効用関数は，線形支出体系をもたちザ次のようなGeary M
である。 ’ ■ .. ，' . . ， .■ . ， ， . - . ， . . . ■ ' ,
咖 ■ ‘ "(も, .......，ぬ =2]Mog(Q>,• -ん）

この0̂ユ爱加法性をもつ効用関数は, 商品間の補完関係を含みえなぃことはよ’く知られてぃるが， 

我々のちつかう集計量に:^'ぃては，こわような加法性は許されるであろう。H oiithakker〔1のは衣 

服，☆料などの讓計量をあつかうときには，とれら集計量間の相連はバタ一とマーガリン，自 

励車とガソリンの間に存在しているような特矩の関係というよりは，むしろ消費きの所得に対すも 

競合旧係にしたがラだろうとぃうこと，および経験的研究は加法性をもつ効用関数を支持レてぃる 

と述べている。

脚式を所得制約式 ■
(21) =

. -~ ~  68 (370)

!II
II
!
II
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のもとで極大化することによって次のような需要関数がえられる。

(25) g斤び,‘+  威( ~ ^ )  +  2 力(；̂ ) + み'̂ ^ ^  イ= 1 ,2 ,  ，W
-■ 0*+0 '

.ここで ，， ’ *
(26) め ニゐ,‘(1 一(?.()

\

, ； . . . . :  .' /3 iニ ； • . . :
Yj—  ~«<&y H-/-j)

- . ....も= なレ ..，.， I..
限界効用t t l H , 服界効用は適減するという2 つかち,すべてのソについて, 0 < c t , < l , 0 ‘- ：&,‘：> 0 が 

えられるから, (25)式の^ /3 [およびもは正である。 .
5̂5̂に{25)まを書き直して

. ■ ' ■,••,' ,■ , , '.• 
.としよう。と こ で {.ニ/̂ ,1 /+ !^ン ぐ も で あ る 。このとき俩格弾力性を々,.とすると次式がえら

■ .-' (i+i> '‘ . ^‘れる。

>  , ' ， ゥ‘ま 象 ' ニ - 念 ニ - 1 + ~ | -  ... •
いま，ら.< 0 とすれぱ{26}式よりめ< 0 となり, とめとき5?ズー 1 となるから, 弾力的な場合である。

ろ，-> 0 のとき0 < « i< g ‘ となるから，一1 < り‘< 0 となり, # 弾力的な場合にな,る。それゆえ, 6 ‘の

符号について理論は負であることも許容する。したがって，定数項およ‘び相対価格の符号について

先験的に制約を課すことはできない。 ‘

計測した式は(25)式の体系•である。家計を主体とし';C導かれた(ほ》式を集評して計測したのが集計量

関係式であるから，推定にあたって/3产みといラ制約は課じていない，

効用関数のパ ラ メ ー タ a ,.,ろ, .が識別可能となるような需襄関数の推定に成功しなかったために，. ぃ， .， .，：， ， . ， . . ' .
スルツキー方程式における所得効果, 代替効果，実質残高効果を計測することぱできなかゥた。こ

れは今後の課題である。 ‘ '.. . . . . . . .■ ■ . . . .  . • - .
■ . •-■ . ■ ' -' . ■. .-，：.

V f f lデ ー タ  ン
. . ， ^. . -

- ■ ■ ■ '
形態別区分による耐久財, 非耐久財, サ—ビスのデ" タは, 年X —タ'しか利用できず， 4 半*期デ 

ータはない。それゆえ，品目別区分に:よっヤ，飲食費をこめモデルでは食料品C 3F /としている。

耐久財C D /ととのキデルでよんせも のは, き居.費めなかのそめ他でネる。住居費めうち,を 

め他は設傭修絡費,(借家人の，自己負担相当分)，. 家具じゅう器，水道料？らなる。. 1 ま備絡費のなかレ

^—  69(i37i) ，一



は，‘"

r三田学会雑誌j 68巻 4 号 (1975^4月）

は，非耐久財に分類されるべき板力メス，金具，障す紙などが舍まれ，またサービスに分類さ ;a る 

べき手間代，設備費などが含まれている。家具じゅう器の中には , 自|/ノ車; 自転享, テレビ，冷蔵 

庫，洗濯機， ミシン， じゅ^うたん，家具などは含まれてい .るが，カメラ，その他の光学機械， ピア 

ノ，オルガンなどの楽器を含んでいない。

その他消費は，.個人消費支出の総額から上記C F / と C D /ざ差引いた残りである。 

資/ ^ の代理变数として使用したM D P と T D Pは，次のように，マネーサプライおよび関連指；摩: 
(H銀偶清統 II-年報J ) からとっている。

MDP ニ預金通貨残高 

T D P =準通貨（定期性k 金)残高 

ことで預金通貨とはr全国銀行等の一般預金, 公M S 金中の要求払■ 金，すなわち当座ま金: 
や-ヤ通预金，通知預金, 別段預金の合計力、ら全国銀行等の保有小切手. 手形を差引いたものであり、 

通:ほとは「全国銀行等の-^般預を，公金顔金から前記要求払い預金を除いたもの，および相！:银 

行掛金J でもる,，したがって，M D P + tD P には個人の金融資産ばかり'"jeなく法人のそれも舍まれ- 
ているから， 全く 代理変数と しての意味し力、有していない。

. .データ面からは , 消費支出の短期的変動を明するのにきわめて重要な耐久財の4 半期データを

1̂̂ 備すること，実貧残高効果を計測するためには家計部門の純資産めデータを整備し,それを貨幣
■ . . . . . .

価値が一定の純金融資ま（貨幣自伴，公債，要求払い頸金^ ど）と，それ以外の簾産に分離することが‘ 
望まれる。 、，,■

K 計 卿 結 果  , .
. . .  '■ . . . 園，' . .

■■ . ■ '  ■ ■
. .  V • • . . - ■;:

Vnで述べた仮定のもとで , 最小 2 乗法を用いて推定した結果は，以下の通りである。標本期間は- 

す ベて 36/1 〜 47/IV である。 • .
1 , CF/ニ 11.6367 +  0,1342(Y D /PG I0-1172.52(PG D /PG F)_32.0598(Pa)/PG F)(12,33) (6.78) ( 0 . 0 2 ) ,

+  0. 00412935 (MDP+ TDP)_./PCF+ 2142. 67(PC/PCF) 一 0. 560207 Q*(1.41) (0.81). (2.77)
-1-0. 0140231 Q3 -O . 872699 Q4 (0. 07) (2. 06)

R  クニ a  996, 8 ニ27, 46, 1*393 . マ

2. C D /= —136/646+0, 03702合7 (YD/PGD)+3369. 54(PCF/PCD)+3918. 33(PCO/PGD>(5.03) .. (3,88) (2.54)
+  0. 000101195 (MDP+TDP)m/PCD-^698L 54 (PC/PCD) ^-0. 309002 Q«(0.04) - (2,85) (1.73) '

—  70(372) ~™



マクロ消費関数の計測: ' ' '  ' . ■
- 0 .  0293441 Qs -  0. 674178 Q , , ’ 、(0.17) ： (2.07)■ . ■ ■ •• ... ■ ..

' ぜ  ニ q‘ 988, S ニ 27.94, <^=L01? ： ■
3. CO/ニ一721，ク i3  +  0*127；L63(YD/PCO)+842.584(PGF/PCO)-148V*68(PaD/PCO)■ (5.87) ■ (0.42) (4.08) V

4-0. 0542039(MDP+TDP)M/PeO+2193. 48(PC/PCO)-L 26313 Qz >(9. 02) (0.40) (3.02)
32929 Q a -0 .54^563 Q< , ,(5/55) (0.63)

, ニ o‘ ^ 7 , を4 7 ‘ 54, メド1 246 ■ '
趣論から相対価格の係数が貪になる場合を排除できない。相対価格の係数が負であれぱ,価格弾

力f tが弾力的になるといづととである。それゆえ，こり相翁fiiii格の符4 条件では単純に判斯できな

いが, 1 〜 3 0 推定緒桌は, むしろ統計的に有意モない係数が含まれている。 '•• . . . .
したがバて.‘ 次に相刘価格を, たとえぱC F /に;ついては（PC D /PG F)'と （PCO/PGF) をひとつ

めま数にまどめ't  P b iX V P C Fとして推定した結果は, 次の通りであるぃ：
' - ■ • , . . . . . . .  • ■ /  '

4. Cpy ニ ニ 5592. 37+  0.14^004 (YD/PGF)—10829,4 (PGDO/PGF), (8.92) (2.64) パ

-1-0. G141128(MDP+TDP)-i/PCF+17102/7(PC/PCF)(4.62) (2. 73) 、

\ - 0 .  600469 Q^-O. 0619874 Q a - l .  14848 Q4 、' ( 2 .1 1 ) ■  (0. 21) (L 85)
' . 1 ... • • •

:R2=：0 .9 9 1 ,g ニ M  oo, ゴニ a  ⑧0 ‘

5. CD/=^ -4 3 . 3622+0.0409959 (YD/PCD) +9059. 28(PCFO/PCD) ’,(5.48) (3.80) ：
. ' . ニ* , ■ ■.  '

-G . 00120107(M D P+ tD P)：i/P C D --8825. 01(PC/PGD)(0.55) - (3.58) ■ ■-;
- + 0 .  0986086 Qz-O. 206946 Q3 -O . 939089 .. (0.60) (1.25) (2.98) ‘

ニ - 、- . . .. . . ■ - ■ . - . . .  ： . ，. ..
' R2ニ0.986, Sニ 30. 01,.メニ0. 714 レ、 ' . ■ .

6. CO/ニ 30202.1 +  0 .137264 (YD/PCO) + 26271. 0(PCFD/PCO).(4 .85) (1.98)
+  0.0708012(M DP+TDP)-i/PCO-56078.8(PC/PCO)(10. 55) (1.93)
" L  30252 Q2 - 2 , 35137 Q3 -  O. 712482 Q,(2,48) (4.38) , (0.62)‘ ’ .パ • .‘ . . .  ♦ •

R2ニ 0‘ 995, g ニ 08.82, ニ；L 0 2 ? ,- . . .
■ ' - • -

5 式において, (M DP+TDP)-i/PCD iD符号が逆や，かつ有意でなレ、という点を除けぱ, 4 -  6. ■ ■ ‘
の式:は, : 統計的有意性は満たしている'ざ'しかし, 4 式を用いると, 需要法則i^Cf/rfPGF,<0が各期 

において満たされない。■̂れゆえ， 4 式を使うとぶはやめようレ6 式に：ついてほ，需要法則は溝た
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表 9 , 1 価格3i性 値 OF/ 表 9 , 4 所 得 揮 性 値 CF/
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i i  *ri‘

i ：Mj
i ii'
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i
1M«
，i‘‘l’M
! l l  
i!：l

36 I -0 .8 6 39 I -0 .8 8 4 2 ェ -0 .8 7 45 I 一 0.91
II 一 0.83 II "0.85‘ II -0 .8 5 II -0 .8 9
III -0 .9 0 III 一 0.91 HI -^0.94 m -0 .9 6
IV -0 .8 0 IV 一 0.84 N -^0.83 IV -0 .8 8

37 I -0 .8 7 40 I -0 .8 7 43 1 -0 .8 8 46 I -0 .9 2
II 一 0.83 II 一り,84 II -0 .8 7 II 一0.90
III -0 .9 1 111 -0 .9 1 III 一0.96 m -0 .9 8
IV -0 .8 0 W —0.82 IV -0 .8 5 IV ゴ0‘90

38 I -0 .8 7 411 一 0.87 441 -0 .8 8 47 I -0 .9 6
II 一0.83 II -0 ,8 5 II -0 .8 5 II 一0.92
III -0 .9 2 III -0 .9 3 III -0 .9 6 111 -1 .0 1
IV —0.83 IV -0 .8 3 N 一 0.86 W -0 .9 3

表 9 , 2 価 格 弾 性 値 CD/
36 I -2 .9 1 39 I -2 .0 4 421 一 1.92 45 I -1 .4 1

II 一3.12 II -2 ,1 8 II -1 .9 8 II ~ L 48
III -3 .1 9 III -2 .4 2 - Ill 一 2.04 III — 1.64
IV —3.09 N -2 .2 8 N 一1.88 W -1 .5 2

37 I -2 .8 1 40 1 一2.24 431 -1 .6 7
■■パ

46 I -1 .3 3
II 3.36 II 一 2.45 II -1 .7 4 II -1 .4 6
III 一3.34 III -2 .6 2 III -1 .8 3 III -L 5 8
IV 一 2.96 IV -2 .4 4 17 -1 .7 1 W -1 .5 0

38 1 '一 2.45 41 I -2 .1 5 441 -1 .5 0 47 1 — 1.34
II -2 .5 7 II 一 2.23 II 一 1.51 II — 1.46
III —2.91 III -2 .2 0 III 一 1.60 III — 1.58
IV -2 .3 1 IV -2 .0 6 W -1 .5 7 IV -1 .4 4

表 9 , 3 価 格 弾 性 極 CO/
36 I 一 0.18 391 -L IO 421 - — 1,14 45 I -1 .3 4

II 0.12 II -0 .8 3 11 一 0,88 11 一 1.21
m 一 0.73 III .一 1.16 lii 一 1.19 III 一 1-34
IV -1 .2 1 N -1 .6 8 IV 一 1,54 IV 一1.67

37 I 一 0.94 401 -1 .3 1 43 I 一 1.21 46 I .一 1.25
II 一 0.57 II 一 0.95 II 一 I ' l l II -1 .2 0
III 一 1.04 lit -1 .2 3 111 一 1.26 III —1.34
N -L 4 0 IV -1 .6 3 N -1 .5 7 IV 一1.62

38 I -1 .0 6 4 1 ェ — 1.16 441 -1 .2 3 47 I 一1.30
II -0.77 II —0.92 II 一 1.11 II 一1.28
111 -1 .1 8 lit — 1.03 III 一 1.25 III -1 .3 2
IV ~  1.46 W -1 .5 1 r — 1.65 W *-■1.64

361 0.464 39 I 0.493 421 0,520 45 I 0.575
II 0.457 II 0.491 II 0.516 II 0.565

、III 0.566 III 0.587 II! 0.638 III 0.675
W 0.400 w- 0.439 iv 0.461 IV 0.512

37 I 0.475 40 1 0.501 43 I 0.536 46 I 0.583
II 0.470 II 0.459 II 0.537 II 0.573
III 0.579 III 0.590 HI 0.663 III 0.677
N 0,402 IV. 0.432 IV, 0.481 IV ,0.519

381 0.487 4 1 1 0.507 441 0.548 47 I 0.607
II 0.468 II 0.501 II 0.533 II 0.585
III 0.591 III 0.612 III 0.669 ill 0.706
W 0.423 IV 0.445 N 0.497 w 0.538

表 9 , 5 所 得 弾 性 値 C D /
36 I 0.721 39 I 0.599 421 0.653 45 I 0.559

11 0,783 II 0.658 II 0.692 II 0.599
III <1.02 III 0.886 III 0.860 111 0.777
IV 0.684 N 0.604 • N 0.579 W 0.545

371 0.729 40 I 0.680 43.1 0.600 461 0,542
II 0.898 II 0.760 II 0.640 II 0.572
III I ' l l 11! 0.979 III 0.817 m 0*752
IV 0.689 . IV 0.658 W 0.560 IV 0.546

38 I 0.679 411 0.683 44 I 0.571 471 0.565
II 0.718 II 0.720 II 0.580 II 0.625
III 1.03 III 0.872 I I I 0.741 III 0.769
IV 0.575 JV 0.591 W 0.539 tv 0.545

れ  9 ，. 6 新# 31性値 CO/

36 I 0.326 39 1 0.292 421 0.295 45 1 0.296
II 0.334 II 0.312 I f 0.314 II 0.308
III 0.378 III 0.353 in 0.3.63 m 0.363
IV 0.254 JV 0.244 IV 0.244 W ' 0.243

37 I 0.307 4 0 1 0.298 43 1 0.295 461 0.294
II 0.327 n 0.311 II 0.309 II 0.310
111 0.366 in 0.348 m 0.367 III 0.353
W 0.251 w ‘ 0.237 IV 0.243 Yf 0.238

38 I 0.308 4 1 1 0.294’441 0.296 471 0.297
II 0.314 II 0.306 II 0.308 II 0,304
m 0.363 III 0.351 III 0.363 lit 0.351
w 0.242 IV 0.239 IV 0.245 W 0.236



- 2.0

-3.0

C F /

C D /
C O /

I » •  I .'，I 丄 I I ■ I • I I I 1 -
36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47
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される。このように6 式を除けぱ，この形も満足できない。

し か し な が ら , 我 々 は 一 体 な ぜ こ 推 定 結 果 を 重 视 せ ず ， 需 要 法 則 を 満 た さ な い か ら と い っ て こ

の 4 式 を 棄 却 す る の で あ ろ う 力 、。 理 f命的妻請に ® 美 を 合 せ る た め に 推 定 を 行 な っ て :い る に 過 ぎ な い
■ . . , , . ■ - ■ ' . ■ - ..， , ,

のであろ•う力、 '
4 式 の 結 果 か ら ， 食料品価格の上昇は食料ロラ  1に 対 す る 需 要 を 増 大 ざ せ る と い う 結 論 を 引 き 出 す .と，

我 A は 奇 妙 な 状 況 に お か れ る 。 我 々 が 需 要 法 則 を 満 た さ な い こ の 4 式 を 棄 却 す る の は ,価 格 上 昇 が

雷 要 增 大 を ひ き お こ す よ う な 状 態 は き わ め て 限 ら れ て い る こ と を ,理 論 的 に 明 ら か に す る こ と が で

き , そ じ て , こ の 限 ら れ た 状 態 は , 集 計 量 と し て の 食 料 品 fc対 し て 適 用 す る と と は で き な い で あ ろ

うという先験的判断にもとづいているのである。触られた找態とは, ：をめお■が所得に関して下級財

で , し か も そ の 財 に 支 出 さ れ る 割 合 が 大 き い 場 合 で あ る 。 集 計 概 念 と し て の 食 料 品 が ,こ め よ う な

限られた状態に相応しなV、ことはいうまでもなかろう。

さ て 次 K1推 走 し た の は ， 相 対 f i 格 を す べ て PG ibの 比 で 統 合 し た 次 の マ 〜 9 式 で あ る 。

7. C P /= 5 5 .9 1 4 8 + 0 .158935(YD/PCF) +  611.023(PG /PCF) .
(9.81) (1.19)

+  0. 011171 (M D P+T D P)-i/PC F-0. 798337 Qz-O. 241596 Q3~1. 66447 Q* "(3.66) (2.72) (0,80) ' (2. 63)
: ニ (；̂990, s ニ 42. 83, 0. 908 ’ '

8. C D /=  -  444.076 0.0459602 (YD/PCD) +  508. 663 (PC/PCD) ’(5.42) (2. 20)
+  0. 00371272(M D P+T D P)-i/PC D 4-0. 218415 Q 2 - 0 .14331 Q a - 1. 06588 4  (1.81) (1.17) (0.76) (2.95)

0 ‘0
図 9 . 1 価格弾性値
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資2 = 0 ‘ 9 8 2 , 8 ニ3 4 . 5 7 ,ゴニ0 .7 1 5  : '
9. C 0 / -  - 8 7 1 .  2 5 9 + 0 . 1 6 6 8 9 (Y D /P C O ) + 1309. 4 4 (P G /P C O )(6.72) (0.84)' . ， ... • , '

+  0. 0 6 3 0 8 1 4 ( M D P + T D P ) - i /P C O - l .  72971 Q 2- 2 . 81923  Q 3- I .  9 17 49  Q 4 (11.16) (3.49) (5.65) (1,92)
112ニ()‘ 9 95 , 8 ニ7 1 .2 3 , <̂ ニ0‘ 866  - ぃ .

. - .

需要法則を満たすという観点から，食料品については7 式を採用し, 係数の有意性, ' 雷-要法則の 

観点から, 耐久財は8成 * その他t肖費は6 式を採用するものとしよう。との* ? ,容, 6 式を用>(̂ て倾， 

格弾性値を計算したのがま9 .1〜9 ‘ 3 であり，，それを図にしためが図9 .1 である。倾格弹性値の許 

算にもたっては, たとえぱc?PGA/PGFニG F / / G /という仮定のもとで各期について,各消費の全 

体め消費に占めるケニイトを用いた。 ' . . .

図から次のことがわかる。（り食料品は, 非弾力的，耐久財お'よびその他消費a 弾力的であり/か 

かで、:も耐久財の方が弾力的セある(2)食料品の価格弾性値は, 全期間を通じてはぽ- 0 .  9 で安定し 

ているが,耐久財の弾性値は小さくなってきでおり, 約 -^1. 5 ぐらいになっ ている。务の他消費<0 

方は，期ご、との変動が小さくなってきているが, やや弹カ的にデネってきており, 最近時点で、は約

一1 . 3 ぐらいの大きさである。 '：./ ■ . . - . 、.. . . ■, ，.
次に所得庫性値をみでみよう（表 a 4ニ9.6)。次のこと-がおかる。（1)所得弾性値が一番高いのは， 

耐久財，次に食料品，その他の順である。'(2)耐久好の所得弾i i 値は，# [減しでおり, 3 6 年廣の！̂ 
0. 8 から4 7年には約0. 6 ぐらいになっている。 これに対して食料品の所得弾性値はト.若干大きぐ 

なってきており， 年の約0. 5 から47年には約0. 6 である。 その他消費の所得弾性値は,標本期

間の12年間を通じて約0 .3 で，かなり安定していることが注目される。
.■ . • \  ■.... .

‘ . . ： . .  .，- ' ...
< 計測結果のテスト〉 ，ニ ■

消費を3 つに分割した目的は，消費の短期的変動をより適確に説明したいがためであった。食料 

品 （7式)，耐久財（8式)，その他消費（6式) ,の計測結果について, その説明力をみでみよ’う。
まず，変化の方向テストを対前年同期増加率でみると, 食料品，そり他消費については，，卯年度 

から47 年度までの標本期間においては，増加率マイナスということほ1 度も生じなかった0 食料 

品 （7 式)，その他消費（6式)，の推定値も，対前年同期増加率がマイナスとなっている期はない。

これに对して , 耐久財は対前年同期増加率' イナスの期が4 0年度 n , ffl, W の 3 期ある。とこ 

ろが8 式は, このマイナスの増加率を追えず，すべて対前年同期墳加率はIEガ、ある。‘対前年同期増 

加率でみて， 際値がマイナ スであるにもかかわらず, 推定値が正の場合ぐI タイプcii、ラ…とよがナ 

実際値が正であるにもかかわらず推定値がマイナスめ場合をn タイプエラ一とよぶならぱ, 7 ,  8, 6 
武について|^ |9 .7 めような表ができるン
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期 I II HI F 年 度

食

料

1%

A
P

P - - A
( P - A ) / A

2688.5 .■
2895.5 

. 2 0 7 . 0
7.6

2825.8
2959.8 . 

134.0
4.7

3151.5
3366.4

214.9
6.8

2376*0 
2367.4 
- 8 . 6  
一 0.3

11041.8 
11589.1 

547.3 
, 5 . 0

耐
久
m
費
財

A
P

. P - A  
( P - A ) / A

1097,2
1118.6

21.4
‘1.9

，1030.8 
1103.2 

72.4 ' 
7.0

1120.3
1216.4 . 

96,1

, 8 8 7 . 3  
880.2 
- 7 .1  
- 0 .8

, 4 1 3 5 . 6  
4318,4 

,,182‘8 
4.4

そ
の

他
消
費

A
P

P - A
( P - A ) / A

4766.2
5125,7

359.5

• 4808.0 
5141.5 
333.5 

' ‘ 6.9

5780.5
5983.8

203.3
3.6

5316.1 
5379.7 

. 6 3 . 6  
1.1

20670.8
21630.7

959.9
4 .6

'注{りA ニ実績値，P 二予測値。いずれも1)1位 10億 昭 和 40 摩 |̂̂ 倾格,
(2) (P~^A〉/ A はバーセソト示であろ，

..，~ 75(377) -— ■■

マクロ消費関数の計測

エラー夕イプ 食 料 品 ，耐 久 財 その他

I 0 /0  ‘ 3/3. 0/0 ；
II 0/45 0/42 0/45

表において，たとえぱ耐久財を例にとると0 /4 2は実際値で、正であった期が45期 (標本期間の'fe切 
の3期は除外される）中, 4 2期もり， 8 式やこれを追えなかった期は0 であったことを示し, 3 /3 は

実際値でマイナスであった期が3 期あり（分f ^ y ,この3 期をすべて8 式では追えなかづた£ とを分
, 、 '

子の 3 はきしている。：所得 , 価 格 , 資 産 の 要 因 に 表 9 .7 ：t ラー夕イプ‘(対前年同期増:(jfl率y: 
よっては, 4 0年 度 の 対 B'iJ年同期増力H率で 

みた落もとみを読明できない。 、

次に,' 相対誤差率をみてみよう。ここで相対誤 

達率とは,残差を実際値；ゃ割った値で、もる。食料品（7 式)は 一5. 6 % - 3 .マ％, 耐久財'( 8 式) は -^6* 7 
%-^26. 6 % とかなり精度が悪く， その他消費（6式）は 一8. 6%〜2. 7 % ガ、ある相対讓差单セ.判 

断しても，所得, - 価格, 資産という3 つの襄因によって説明しようとするとき，耐久財の説明力が 

番悪く，他の説明要因が必妻であるととを示唆する。 .
1 階の系列相関については，7, 8, 6 各式とも正の相関があることをダービン• ワトY ン比は示 

しており, 中't ?も耐久財は悪く，系列相関係数d：0 .6 4 となっている。 ■

< 予測チスト>  . , • '
最後に，予測テストを行なうことにしよう。 4 8年度からの国民所得統計は, 4 5年二10 0の実質

'  ■- ■ - . .

表示とならているので，とれを40年ニ100の時系列にリンクして， 4 8年度の値を出しすこ。それが 

下表のA である。予測に用いた式は, 食料品マ式,耐久消費財8 式，その他消費6 式である。

全体としそ過大予測である。年度計でみて， 3 つの財いずれも相対予測誤差率5 パーセントぐら 

いの過大となっている。 4 半期別にみると，食料らおよび耐久消費財の第IV，4 半期を除いてすぺ

表 a s  48年度の予測.-



nl

ill，

il4 ；

I

- r三田学会雜誌J 68巻4号ひほ牟4月）
' ■'~ ：  ̂   —  . . . . ■:

て過大予剩とな•；>ている。しかし，特筆ずべきとと'は，実ま値で食料品および耐久消費財の第IV • 
4 半期ぱ，対前年同期増加率はマイナスとなったが, 予測( 1もこの変化を追っており，しかも一̂ 番 

相対予測調! !率が小さいのも，この第IV，4 半期である。 -， „ ： V
標本斯間について檢討したエラ" タイプ（表9. 7参照）を 4 8年度の4 つの予测値について檢討す 

ると， 3 つの財めすべてについてI ,  n いずれのタイプのi ：■ラも犯しずいない。特に耐久消費財 

についてほ，接本期間において犯したI タイプic•ラーを第IV . 4 ポ期において犯す可能性があ:^お 

にもかかわらず犯していない。 ' .
これらの檢討結果はI 48年度のいわゆる"狂乱物価" の時期に消費者’行動に著しい変化が生じた

ことを示唆するものではない。 .■ . . ■ . ■ • ■ ' ■■ ' ■ . . ■.'
. . . . . . . . . ; … ’...，. . いパ. . : . . ：. ； . V . . . .■ ■

X 終 り に  . /

残された問題は多ぃ。消費を3 つに分割したここでの第-^筹的な意味は, 消費の短期的変ijiiを, ’ 
より適確に把握するために，形態別消費の各々の特徵を浮彫りにしようとするととIこあゥたが，多 

費m 司時決定型の梓組の中で処理しようとすることには数学的勉理の困離さとい〉点から,.これ以 

上複雑化する方向へ行けず，中途半端なところで終らざるを得なかっ た。C の論文で展顧した理論

的m a の中で, vn0(z3)式の 6,-に習慣形成効果を入れてシフト:さると力、，あるいはもっと単純に. . -

711(25)；1̂；；にラグつき変数を入れて時間的な拡がりをもたせるとい,う方向への拡張は容易に可能であろ

うが，. いずれにせよ， 問題は表3 .1 に掲げたような， したととろ可勉分所得とは独立であるか
. ，’ ， ,

のように短期的にかなり自律的に変動する消費を説明できる耍困を見つけることができるかどうか 

にかかっている。

‘ ， -， -■ ■. ， . . . .  ■. . . ，，. .’ . ，'ふ
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